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第一部【企業情報】

　

第１【企業の概況】

 
１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第66期(2014年度)

第３四半期
連結累計期間

第67期(2015年度)
第３四半期
連結累計期間

第66期(2014年度)

会計期間
自　2014年４月１日
至　2014年12月31日

自　2015年４月１日
至　2015年12月31日

自　2014年４月１日
至　2015年３月31日

売上収益
(百万円)

388,488 415,342
526,687

(第３四半期連結会計期間) (136,420) (139,738)

税引前四半期(当期)利益
(百万円)

21,856 39,029
34,692

(第３四半期連結会計期間) (1,289) (15,417)

親会社株主に帰属する
四半期(当期)利益 (百万円)

14,831 28,069
22,587

(第３四半期連結会計期間) (1,016) (11,400)

親会社株主に帰属する
四半期(当期)包括利益 (百万円)

32,283 20,151
42,390

(第３四半期連結会計期間) (11,369) (10,675)

親会社株主持分 (百万円) 339,654 358,910 348,241

総資産額 (百万円) 539,871 539,851 542,535

基本的１株当たり四半期
(当期)利益 (円)

71.22 134.80
108.47

(第３四半期連結会計期間) (4.88) (54.75)

希薄化後１株当たり四半期
(当期)利益

(円) － － －

親会社株主持分比率 (％) 62.9 66.5 64.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 24,315 53,162 34,009

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △12,035 △21,533 △22,258

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △8,070 △15,449 △16,874

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 98,758 101,928 88,997
 

(注) １．当社は、国際財務報告基準（以下、IFRS）に基づいて連結財務諸表を作成している。
２．当社は、要約四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

していない。
３．「売上収益」には、消費税及び地方消費税は含まれていない。
４．「希薄化後１株当たり四半期(当期)利益」については、潜在株式が存在しないため記載していない。
５．第１四半期連結会計期間より、連結損益計算書の「その他の収益」に計上していた「受取ロイヤリティー」

を、「売上収益」に含めて計上することに変更したため、当該表示方法の変更を反映した組替後の数値を記
載している。

　　　　　

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はない。な

お、主要な関係会社における異動は、以下のとおりである。

（機能材料セグメント）

Hitachi Chemical Research Center, Inc.は、2015年４月１日付で、Hitachi Chemical Company America,

Ltd.に吸収合併された。

（先端部品・システムセグメント）

当社は、2015年４月１日付で、Hitachi Chemical Asia (Thailand) Co., Ltd.を存続会社として、Japan Brake

(Thailand) Co., Ltd.、Hitachi Storage Battery (Thailand) Co., Ltd.及びHitachi Chemical (Thailand)

Co., Ltd.を統合した。

また、当社は、2015年４月１日付で、Hitachi Chemical Diagnostics, Inc.及びHitachi Powdered Metals 

(USA), Inc.をHitachi Chemical Company America, Ltd.の完全子会社とした。
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さらに、台湾日立化成工業股份有限公司は、2015年11月２日付で、当社が保有する同社の発行済株式総数の

80％を譲渡し、連結及び持分法適用の範囲より除外された。なお、同社は商号を志昱科技股份有限公司に変更し

た。
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第２【事業の状況】

　

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。

　

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は以下のとおりである。

合併契約

当社は、意思決定の迅速化とモノづくり力の強化、生産拠点の充実に向け、経営資源の共有化と運営のさらな

る一体化を図るため、2015年10月26日開催の取締役会において、日立化成ポリマー(株)(千葉県野田市中里200番

地、資本金305百万円、取締役社長　吉永　政司)及び日立化成フィルテック(株)(茨城県筑西市森添島1245番地、

資本金125百万円、取締役社長　森嶋　浩之)と合併することを決議した。また、2015年10月26日付で当社は各社

と合併契約を締結した。

合併の概要は、次のとおりである。

①　合併の方法

　　　当社を存続会社とし、日立化成ポリマー(株)及び日立化成フィルテック(株)を消滅会社とする吸収合

　　　併である。

②　合併期日

　　　2016年４月１日(予定)

③　合併に際して発行する株式及び割当

　　　当社は合併に際して新株式を発行しない。

④　引継資産・負債の状況

　　　2016年３月31日時点における日立化成ポリマー(株)及び日立化成フィルテック(株)の資産及び負債を

　　　引き継ぐ。

⑤　吸収合併存続会社となる会社の概要(2015年３月31日現在)

　　　資　　本　　金　　　　15,454百万円

　　　事　業　内　容　　　　機能材料及び先端部品・システムの製造、販売

　　　設 立 年 月 日　　　　1962年10月10日

　　　本 店 所 在 地　　　　東京都千代田区丸の内一丁目９番２号

　　　代表者の役職・氏名　　執行役社長　田中　一行

 
３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社並びに当社の子会社及び

持分法適用会社)が判断したものである。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間の当社グループの業績は、機能材料セグメントでは、スマートフォン向け等の堅調な

需要に支えられ、半導体用ダイボンディング材料、半導体回路平坦化用研磨材料、銅張積層板、感光性フィルムの

売上が好調に推移したほか、機能性樹脂の売上が台湾日邦樹脂股份有限公司の連結子会社化により増加した一方

で、ディスプレイ用回路接続フィルム、リチウムイオン電池用カーボン負極材の売上が減少した。また、先端部

品・システムセグメントでは、自動車部品が海外子会社を中心に売上を拡大したほか、蓄電デバイス・システムの

売上が台湾神戸電池股份有限公司の連結子会社化等により前年同期実績を上回った。この結果、売上収益は4,153億

円(前年同期比6.9％増)となった。利益については、売上拡大に加え、継続的な原価低減や、前年度に実施した希望

退職等の構造改革に伴う固定費削減効果もあり、営業利益は373億円(同117.1％増)、税引前四半期利益は390億円

(同78.6％増)、四半期利益は286億円(同91.7％増)、親会社株主に帰属する四半期利益は281億円(同89.3％増)と

なった。

　　①　機能材料セグメント

 電子材料

半導体用エポキシ封止材は、一部顧客の需要減により、前年同期実績を下回った。

半導体用ダイボンディング材料、半導体回路平坦化用研磨材料は、スマートフォン向け等の需要増により、

前年同期実績を上回った。

電気絶縁用ワニスは、海外自動車向けの需要が減少したことにより、前年同期実績を下回った。

　　　無機材料
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リチウムイオン電池用カーボン負極材は、環境対応自動車向けの売上が減少したことにより、前年同期実績

を下回った。

カーボン製品は、一部顧客の需要増により、前年同期実績を上回った。

　　　樹脂材料

機能性樹脂は、2015年４月に、台湾日邦樹脂股份有限公司を連結子会社化したことにより、前年同期実績を

上回った。

ディスプレイ用回路接続フィルムは、タブレットＰＣ向け等の売上が減少したことにより、前年同期実績を

下回った。

タッチパネル周辺材料は、一部顧客の需要減により、前年同期実績を下回った。

粘着フィルムは、液晶ディスプレイの光学シート表面保護用の売上が減少したことにより、前年同期実績を

下回った。

　　　配線板材料

銅張積層板、感光性フィルムは、スマートフォン向け等の売上が増加したことにより、前年同期実績を上

回った。

この結果、当セグメントの売上収益は2,090億円(前年同期比1.2％減)、セグメント損益は312億円(同87.8％増)と

なった。

　　②　先端部品・システムセグメント

　　　自動車部品

樹脂成形品、摩擦材、粉末冶金製品は、海外子会社の売上が増加したことにより、前年同期実績を上回っ

た。

　　　蓄電デバイス・システム

車両用電池は、国内外で補修用途を中心に売上を拡大したことにより、前年同期実績を上回った。

産業用電池・システムは、2015年１月に、台湾神戸電池股份有限公司を連結子会社化したことにより、前年

同期実績を上回った。

キャパシタは、一部顧客の需要減により、前年同期実績を下回った。

　　　電子部品

配線板は、スマートフォン向け等の需要増により、前年同期実績を上回った。

　　　その他

診断薬・装置は、アレルギー診断薬の売上が減少したことにより、前年同期実績を下回った。

この結果、当セグメントの売上収益は2,063億円(前年同期比16.6％増)、セグメント損益は60億円(同836.6％増)

となった。

 
なお、当社グループは、「第４　経理の状況　１　要約四半期連結財務諸表　要約四半期連結財務諸表注記　

４　表示方法の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より「受取ロイヤリティー」を「売上収益」に含

めて表示しており、組替後の数値で前第３四半期連結累計期間との比較を行っている。

　

 (2) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末から129億円増加し、1,019億円

となった。

　　①　営業活動によるキャッシュ・フロー

当第３四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、四半期利益が増加したこと等か

ら、前年同期実績と比較して288億円多い、532億円の収入となった。

　　②　投資活動によるキャッシュ・フロー

当第３四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出が

増加し、関係会社預け金の払戻による収入が減少したこと等から、前年同期実績と比較して95億円多い、215億円

の支出となった。

　　③　財務活動によるキャッシュ・フロー

当第３四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、非支配持分株主からの子会社持分

取得による支出が増加したこと等から、前年同期実績と比較して74億円多い、154億円の支出となった。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。

なお、当社は株式会社の支配に関する基本方針を定めており、その内容等(会社法施行規則第118条第３号に掲げ

る事項)は次のとおりである。
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当社は、株式の上場を通じて、資本市場から事業の維持及び拡大に必要な資金を調達するとともに、株主の視点

に立ったコーポレート・ガバナンスを確保して緊張感のある経営を実践することが当社の企業価値向上に極めて重

要であると考えている。

一方、当社は、日立グループの一員として、経営情報の交換、研究開発、製品の供給、人材の交流等すべての分

野において、親会社の(株)日立製作所及びそのグループ会社との協力関係を良好に維持、発展させることにより、

各社が有する研究開発力、ブランドその他の経営資源を有効活用することも、当社の企業価値向上に資するものと

認識している。

当社としては、親会社のみならず、すべての株主にとっての企業価値の最大化を常に念頭に置き、日立グループ

会社との関係においては事業運営及び取引の独立性を保つことを基本としつつ、経営計画の策定、ガバナンス体制

の確立等に取り組んでいる。

 
(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費は207億円である。

当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の状況の重要な変更は、次のとおりである。

2015年４月１日付で、Hitachi Chemical Company America, Ltd.は、主にバイオテクノロジーに関する研究を行

う当社子会社であったHitachi Chemical Research Center, Inc.を吸収合併し、同社が行っていた研究開発業務を

承継した。

 
(5) 従業員数

提出会社の状況

前連結会計年度末と比較して、当第３四半期連結累計期間末における当社の先端部品・システムセグメントの従

業員数は214名増加した。その主な理由は、2016年１月１日を効力発生日とする当社による新神戸電機(株)の吸収合

併に向け、同社から当社への出向人員が増加したことによるものである。
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第３【提出会社の状況】

 

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 ８００,０００,０００

計 ８００,０００,０００
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2015年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2016年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 208,364,913 208,364,913
東京証券取引所
市場第一部

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式で
あり、単元株式数は100株で
ある。

計 208,364,913 208,364,913 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

自 2015年10月１日
至 2015年12月31日

― 208,364,913 ― 15,454,363 ― 32,861,522
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2015年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 132,400
 

― 単元株式数100株

完全議決権株式(その他) 普通株式 208,003,000
 

2,080,030 単元株式数100株

単元未満株式 普通株式 229,513
 

― ―

発行済株式総数 208,364,913 ― ―

総株主の議決権 ― 2,080,030 ―
 

 

② 【自己株式等】

  2015年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日立化成(株)
東京都千代田区丸の内一
丁目９番２号

132,400 ― 132,400 0.06

計 ― 132,400 ― 132,400 0.06
 

 

２【役員の状況】

該当事項なし
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第４ 【経理の状況】

 

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号)第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」(以下、IAS第34号)に準拠して作成してい

る。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(自　2015年10月１日　至　

2015年12月31日)及び第３四半期連結累計期間(自　2015年４月１日　至　2015年12月31日)に係る要約四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【要約四半期連結財務諸表】

(1) 【要約四半期連結財政状態計算書】

(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度
(2015年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2015年12月31日)

資産の部    

流動資産    

現金及び現金同等物  88,997 101,928

売上債権  123,949 122,461

棚卸資産  61,909 58,194

その他の金融資産 8 23,659 15,928

その他の流動資産  2,324 3,942

流動資産合計  300,838 302,453

    
非流動資産    
有形固定資産  179,196 174,020

無形資産  12,301 13,259

退職給付に係る資産  10,093 11,108

繰延税金資産  10,684 9,840

持分法で会計処理されている投資  5,216 5,006

その他の金融資産 8 17,591 17,717

その他の非流動資産  6,616 6,448

非流動資産合計  241,697 237,398

資産合計  542,535 539,851

    
負債の部    
流動負債    
買入債務  51,354 50,753

社債及び借入金 8 33,658 38,652

未払費用  24,251 20,600

未払法人所得税  6,758 7,168

引当金  500 1,000

その他の金融負債 8 19,702 16,205

その他の流動負債  1,471 1,451

流動負債合計  137,694 135,829

    
　非流動負債    
　社債及び借入金 8 26,619 17,317

退職給付に係る負債  13,345 13,571

引当金  1,143 1,170

その他の金融負債 8 3,051 2,537

その他の非流動負債  3,349 2,812

非流動負債合計  47,507 37,407

　負債合計  185,201 173,236

    
資本の部    
　　資本金  15,454 15,454

資本剰余金  10,498 9,979

自己株式  △213 △222

利益剰余金  287,498 307,002

その他の包括利益累計額  35,004 26,697

親会社株主持分合計  348,241 358,910

非支配持分  9,093 7,705

資本合計  357,334 366,615

負債及び資本合計  542,535 539,851
 

EDINET提出書類

日立化成株式会社(E01013)

四半期報告書

10/25



(2) 【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

 注記
前第３四半期連結累計期間
(自　2014年４月１日
至　2014年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2015年４月１日
至　2015年12月31日)

売上収益  388,488 415,342

　売上原価  △292,187 △303,479

売上総利益  96,301 111,863

　販売費及び一般管理費  △67,755 △72,849

　その他の収益  4,268 2,508

　その他の費用  △15,638 △4,241

営業利益  17,176 37,281

　金融収益  3,326 872

　金融費用  △1,339 △1,661

　持分法による投資損益  2,693 2,537

税引前四半期利益  21,856 39,029

　法人所得税費用  △6,928 △10,411

四半期利益  14,928 28,618

    

四半期利益の帰属    

親会社株主持分  14,831 28,069

非支配持分  97 549

    

親会社株主に帰属する１株当たり四半期利益(円)    

　基本的１株当たり四半期利益 7 71.22 134.80

　希薄化後１株当たり四半期利益  － －
 

EDINET提出書類

日立化成株式会社(E01013)

四半期報告書

11/25



 

 

【第３四半期連結会計期間】

(単位：百万円)

 注記
前第３四半期連結会計期間
(自　2014年10月１日
至　2014年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　2015年10月１日
至　2015年12月31日)

売上収益  136,420 139,738

　売上原価  △101,804 △100,554

売上総利益  34,616 39,184

　販売費及び一般管理費  △23,314 △24,642

　その他の収益  1,219 871

　その他の費用  △13,974 △1,472

営業利益又は営業損失(△)  △1,453 13,941

　金融収益  1,955 899

　金融費用  △485 △340

　持分法による投資損益  1,272 917

税引前四半期利益  1,289 15,417

　法人所得税費用  △172 △3,870

四半期利益  1,117 11,547

    

四半期利益の帰属    

親会社株主持分  1,016 11,400

非支配持分  101 147

    

親会社株主に帰属する１株当たり四半期利益(円)    

　基本的１株当たり四半期利益 7 4.88 54.75

　希薄化後１株当たり四半期利益  － －
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

  
前第３四半期連結累計期間
(自　2014年４月１日
至　2014年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2015年４月１日
至　2015年12月31日)

四半期利益  14,928 28,618

その他の包括利益    

　純損益に振り替えられることのない項目    

　FVTOCIの金融資産の公正価値の純変動額  556 156

　確定給付制度の再測定  － △86

　　合計  556 70

　純損益に振り替えられる可能性のある項目    

　在外営業活動体の換算差額  16,732 △8,668

　キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の
　純変動額

 △37 7

　持分法によるその他の包括利益  1,089 13

　　合計  17,784 △8,648

その他の包括利益合計  18,340 △8,578

四半期包括利益  33,268 20,040

    

四半期包括利益の帰属    

親会社株主持分  32,283 20,151

非支配持分  985 △111
 

 

 

【第３四半期連結会計期間】

(単位：百万円)

  
前第３四半期連結会計期間
(自　2014年10月１日
至　2014年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　2015年10月１日
至　2015年12月31日)

四半期利益  1,117 11,547

その他の包括利益    

　純損益に振り替えられることのない項目    

　FVTOCIの金融資産の公正価値の純変動額  90 366

　確定給付制度の再測定  － △86

　　合計  90 280

　純損益に振り替えられる可能性のある項目    

　在外営業活動体の換算差額  9,885 △1,133

　キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の
　純変動額

 △14 121

　持分法によるその他の包括利益  915 42

　　合計  10,786 △970

その他の包括利益合計  10,876 △690

四半期包括利益  11,993 10,857

    

四半期包括利益の帰属    

親会社株主持分  11,369 10,675

非支配持分  624 182
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(3) 【要約四半期連結持分変動計算書】

前第３四半期連結累計期間(自　2014年４月１日　至　2014年12月31日)

(単位：百万円)

項目 注記

親会社株主持分

資本金 資本剰余金 自己株式 利益剰余金

その他の包括利益累計額

FVTOCIの
金融資産

確定給付制度の

再測定

期首残高  15,454 12,013 △200 272,009 3,333 5,250

四半期利益  　 　 　 14,831 　 　

その他の包括利益  　 　 　 　 556 　

四半期包括利益合計  － － － 14,831 556 －

配当金 6 　 　 　 △7,497 　 　

自己株式の取得  　 　 △8 　 　 　

自己株式の処分  　 　 0 　 　 　

企業結合による変動        

非支配持分の取得  　 　 　 　 　 　

その他の包括利益累計額から
利益剰余金への振替  　 　 　 216 △216 　

その他の増減  　 　 　 　 　 　

所有者との取引額等合計  － － △8 △7,281 △216 －

四半期末残高  15,454 12,013 △208 279,559 3,673 5,250
 
 

 

項目 注記

親会社株主持分

非支配持分 資本合計

その他の包括利益累計額

親会社株主
持分合計在外営業活動体

の換算差額

キャッシュ・

フロー・ヘッジ

その他の包括

利益累計額合計

期首残高  7,003 14 15,600 314,876 5,912 320,788

四半期利益  　 　 　 14,831 97 14,928

その他の包括利益  16,933 △37 17,452 17,452 888 18,340

四半期包括利益合計  16,933 △37 17,452 32,283 985 33,268

配当金 6 　 　 　 △7,497 △134 △7,631

自己株式の取得  　 　 　 △8 　 △8

自己株式の処分  　 　 　 0 　 0

企業結合による変動     － 415 415

非支配持分の取得  　 　 　 － 　 －

その他の包括利益累計額から
利益剰余金への振替  　 　 △216 － 　 －

その他の増減  　 　 　 － 5 5

所有者との取引額等合計  － － △216 △7,505 286 △7,219

四半期末残高  23,936 △23 32,836 339,654 7,183 346,837
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当第３四半期連結累計期間(自　2015年４月１日　至　2015年12月31日)

(単位：百万円)

項目 注記

親会社株主持分

資本金 資本剰余金 自己株式 利益剰余金

その他の包括利益累計額

FVTOCIの
金融資産

確定給付制度の

再測定

期首残高  15,454 10,498 △213 287,498 4,049 8,137

四半期利益  　 　 　 28,069 　 　

その他の包括利益  　 　 　 　 156 △86

四半期包括利益合計  － － － 28,069 156 △86

配当金 6 　 　 　 △8,954 　 　

自己株式の取得  　 　 △9 　 　 　

自己株式の処分  　 　 　 　 　 　

企業結合による変動        

非支配持分の取得  　 △519 　 　 　 　

その他の包括利益累計額から
利益剰余金への振替  　 　 　 389 △389 　

その他の増減  　 　 　 　 　 　

所有者との取引額等合計  － △519 △9 △8,565 △389 －

四半期末残高  15,454 9,979 △222 307,002 3,816 8,051
 
 

 

項目 注記

親会社株主持分

非支配持分 資本合計

その他の包括利益累計額

親会社株主
持分合計在外営業活動体

の換算差額

キャッシュ・

フロー・ヘッジ

その他の包括

利益累計額合計

期首残高  22,863 △45 35,004 348,241 9,093 357,334

四半期利益  　 　 　 28,069 549 28,618

その他の包括利益  △7,995 7 △7,918 △7,918 △660 △8,578

四半期包括利益合計  △7,995 7 △7,918 20,151 △111 20,040

配当金 6 　 　 　 △8,954 △218 △9,172

自己株式の取得  　 　 　 △9 　 △9

自己株式の処分  　 　 　 － 　 －

企業結合による変動     － 635 635

非支配持分の取得  　 　 　 △519 △1,694 △2,213

その他の包括利益累計額から
利益剰余金への振替  　 　 △389 － 　 －

その他の増減  　 　 　 － 　 －

所有者との取引額等合計  － － △389 △9,482 △1,277 △10,759

四半期末残高  14,868 △38 26,697 358,910 7,705 366,615
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(4) 【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

  
前第３四半期連結累計期間
(自　2014年４月１日
至　2014年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2015年４月１日
至　2015年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

四半期利益  14,928 28,618

　減価償却費及び償却費  20,046 22,305

法人所得税費用  6,928 10,411

受取利息及び受取配当金  △595 △708

支払利息  1,306 1,164

事業構造改善費用  12,882 －

持分法による投資損益(△は益)  △2,693 △2,537

売上債権の増減額(△は増加)  △7,439 △1,297

未収入金の増減額(△は増加)  △1,010 4,707

棚卸資産の増減額(△は増加)  △6,753 2,047

買入債務の増減額(△は減少)  △2,870 1,106

退職給付に係る資産及び負債の増減額  △4,195 △282

その他  △1,828 △4,571

小計  28,707 60,963

利息及び配当金の受取額  3,198 3,363

利息の支払額  △1,195 △1,181

法人所得税の支払額  △7,844 △10,995

法人所得税の還付額  1,449 1,012

　営業活動によるキャッシュ・フロー  24,315 53,162

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △17,507 △22,013

有形固定資産の売却による収入  425 961

有価証券等の売却及び償還による収入  2,071 364

子会社株式の取得による支出  － △900

有価証券等の取得による支出  △1,721 △1,029

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
収入

 － 677

関係会社預け金の払戻による収入  7,000 －

その他  △2,303 407

　投資活動によるキャッシュ・フロー  △12,035 △21,533

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額(△は減少)  594 △1,045

長期借入れによる収入  968 1,829

長期借入金の返済による支出  △1,702 △3,905

非支配持分株主からの子会社持分取得による支出  － △2,765

配当金の支払額  △7,497 △8,954

非支配持分株主への配当金の支払額  △134 △218

その他  △299 △391

　財務活動によるキャッシュ・フロー  △8,070 △15,449

現金及び現金同等物に係る換算差額  6,896 △3,249

現金及び現金同等物の増減額(△は減少)  11,106 12,931

現金及び現金同等物の期首残高  87,652 88,997

現金及び現金同等物の期末残高  98,758 101,928
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

日立化成株式会社(以下、当社)は日本国に所在する株式会社であり、東京証券取引所に株式を上場している。

当社の本社及び主要な事業所の住所はホームページ（URL http://www.hitachi-chem.co.jp)で開示している。

　当社及び子会社（以下、当社グループ）の要約四半期連結財務諸表は2015年12月31日を期末日とし、当社グループ

並びにその関連会社及び共同支配企業に対する持分により構成されている。当社グループは、機能材料及び先端部

品・システムの製造・加工及び販売を主たる事業としている。

　

２．作成の基礎

当社は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第１条の２に

掲げる「特定会社」の要件を満たしていることから、同第93条の規定により、IAS第34号に準拠して要約四半期連結財

務諸表を作成している。要約四半期連結財務諸表には年次連結財務諸表で要求されている情報の全ては含まれておら

ず、利用に際しては前連結会計年度の連結財務諸表と併せて参照されることが望まれる。

 

　当社は、要約四半期連結財務諸表の作成に当たり、資産、負債、収益及び費用の報告額に影響を与える会計方針の

適用、判断、見積り及び仮定の設定を行っている。

　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しており、その見積りの変更による影響は、見積りを変更した会計

期間及びその影響を受ける将来の会計期間において認識される。また、実際の業績はこれらの見積りとは異なる場合

がある。

　当要約四半期連結財務諸表上で認識する金額に重要な影響を与える会計上の判断、見積り及び仮定に関する状況

は、前連結会計年度の連結財務諸表と同様である。

 

当要約四半期連結財務諸表は、2016年２月10日に当社執行役社長により承認されている。

　

３．重要な会計方針

当要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、前連結会計年度の連結財務諸表において適用した

会計方針と同一である。なお、当第３四半期連結累計期間の法人所得税費用は、見積平均年次実効税率に基づき算定

している。

 

４．表示方法の変更

（要約四半期連結損益計算書）

従来、「その他の収益」に計上していた「受取ロイヤリティー」は、第１四半期連結会計期間より「売上収益」に

含めて計上することに変更している。

　この変更は、当社グループの研究開発体制の強化に伴い、当社グループが受け取る技術供与の対価の重要性が増し

たことから、当社グループの営業活動の成果をより適切に表示するために行ったものである。

　この表示方法の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間の要約四半期連結損益計算書において、受取ロ

イヤリティー1,444百万円を「その他の収益」から「売上収益」へと組み替えている。なお、この変更が前第３四半期

連結累計期間の営業利益、税引前四半期利益に与える影響はない。
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５．セグメント情報

報告セグメントの収益及び損益は下記のとおりである。

　

前第３四半期連結累計期間(自　2014年４月１日　至　2014年12月31日)

　  (単位：百万円)

項目

報告セグメント
調整額
(注)１

合計
機能材料

先端部品・
システム

計

売上収益 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上収益 211,500 176,988 388,488 － 388,488

　セグメント間の売上収益 6,522 1,880 8,402 △8,402 －

　　　　　　　合計 218,022 178,868 396,890 △8,402 388,488

セグメント損益 16,611 639 17,250 △74 17,176

金融収益 － － － － 3,326

金融費用 － － － － △1,339

持分法による投資損益 － － － － 2,693

税引前四半期利益 － － － － 21,856
 

(注)１．セグメント損益の調整額は、セグメント間取引消去額である。

２．「４．表示方法の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より「受取ロイヤリティー」を「売上収

益」に含めて表示している。この結果、組替を行う前と比べて、前第３四半期連結累計期間における売上収益は

機能材料で1,180百万円、先端部品・システムで264百万円増加している。なお、この変更がセグメント損益に与

える影響はない。

 

当第３四半期連結累計期間(自　2015年４月１日　至　2015年12月31日)

　  (単位：百万円)

項目

報告セグメント
調整額
（注）

合計
機能材料

先端部品・
システム

計

売上収益 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上収益 209,008 206,334 415,342 － 415,342

　セグメント間の売上収益 4,707 1,791 6,498 △6,498 －

合計 213,715 208,125 421,840 △6,498 415,342

セグメント損益 31,202 5,985 37,187 94 37,281

金融収益 － － － － 872

金融費用 － － － － △1,661

持分法による投資損益 － － － － 2,537

税引前四半期利益 － － － － 39,029
 

(注) セグメント損益の調整額は、セグメント間取引消去額である。
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６．配当金

前第３四半期連結累計期間(自　2014年４月１日　至　2014年12月31日)

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2014年５月29日
取締役会

普通株式 3,748 18 2014年３月31日 2014年５月30日 利益剰余金

2014年10月27日
取締役会

普通株式 3,748 18 2014年９月30日 2014年11月28日 利益剰余金
 

 

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　　該当事項なし

 
当第３四半期連結累計期間(自　2015年４月１日　至　2015年12月31日)

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2015年５月28日
取締役会

普通株式 3,748 18 2015年３月31日 2015年５月29日 利益剰余金

2015年10月26日
取締役会

普通株式 5,206 25 2015年９月30日 2015年11月27日 利益剰余金
 

 

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

 該当事項なし

 
 

７．１株当たり四半期利益

１株当たり四半期利益及びその算定上の基礎は下記のとおりである。

　項目
前第３四半期連結累計期間

(自　2014年４月１日
 至　2014年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2015年４月１日
 至　2015年12月31日)

親会社株主に帰属する四半期利益（百万円） 14,831 28,069

発行済普通株式の期中平均株式数（千株） 208,241 208,234

基本的１株当たり四半期利益（円） 71.22 134.80
 

(注) 希薄化後１株当たり四半期利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

　項目
前第３四半期連結会計期間

(自　2014年10月１日
 至　2014年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　2015年10月１日
 至　2015年12月31日)

親会社株主に帰属する四半期利益（百万円） 1,016 11,400

発行済普通株式の期中平均株式数（千株） 208,240 208,233

基本的１株当たり四半期利益（円） 4.88 54.75
 

(注) 希薄化後１株当たり四半期利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。
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８．金融商品の公正価値

(1) 帳簿価額及び公正価値

主な金融商品の帳簿価額及び公正価値は下記のとおりである。

(単位：百万円)

項目　

前連結会計年度
(2015年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2015年12月31日)

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

償却原価で測定する金融負債 　 　 　 　

　社債及び借入金 60,277 61,224 55,969 56,723
 

 

(2) 公正価値の測定方法

公正価値の測定は、当社の評価方針及び手続に従い、個々の金融商品の資産性質、特徴並びにリスクを最も適切

に反映できる評価モデルを用いて行っている。また、担当部署は公正価値の変動に影響を与え得る重要な指標の推

移を継続的に検証している。

　

短期間で決済される社債及び借入金の公正価値は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってい

る。

　決済までの期間が長期の借入金のうち変動金利のものは、その金利が短期間で市場金利を反映すること、また、

当社グループの信用状態に大きな変動が生じていないことから、その公正価値は帳簿価額と近似していると考えら

れるため、当該帳簿価額によっている。一方、固定金利のものは、元利金の合計額を、期末時点で新たに同様の借

入を行ったと仮定した場合において想定される利率で割り引いた現在価値を公正価値としている。

　決済までの期間が長期の社債の公正価値については、取引先金融機関から入手した評価価額によっている。

　上記以外の金融資産及び金融負債の公正価値は、概ね帳簿価額と近似している。

　

(3) 公正価値のレベル別分類

下記は、公正価値のヒエラルキーに基づく分類を示しており、測定に使用した指標により公正価値を３つのレベ

ルに分類している。

　

レベル１

同一の資産又は負債の活発な市場における(無調整の)相場価格により測定した公正価値

レベル２

レベル１以外の直接的又は間接的に観察可能な指標を使用して測定した公正価値

レベル３

観察可能でない指標を使用して測定した公正価値

　

公正価値の測定に複数の指標を使用する場合は、その全体を、測定に使用した重要な指標のうちで最も低いレベ

ルのヒエラルキーに分類している

　

　上場株式については、取引所の相場価格により公正価値を測定しており、公正価値レベル１に分類している。

　非上場株式については、割引将来キャッシュ・フローに基づく評価技法及び純資産価値に基づく評価技法等を用

いて公正価値を測定しており、公正価値レベル３に分類している。

　社債及び借入金については、公正価値レベル２に分類している。

　デリバティブ取引については、取引先金融機関から入手した評価価額により公正価値を測定しており、FVTPLの金

融資産又はFVTPLの金融負債として、公正価値レベル２に分類している。
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経常的に公正価値により測定する金融商品は下記のとおりである。

　

前連結会計年度末(2015年３月31日)

    　(単位：百万円)

項目 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産 　 　 　 　

　その他の金融資産 　 　 　 　

　 デリバティブ － 120 － 120

　　有価証券等 5,918 296 6,885 13,099

負債 　 　 　 　

　その他の金融負債 　 　 　 　

　　デリバティブ － 1,886 － 1,886
 

　

当第３四半期連結会計期間(2015年12月31日)

    (単位：百万円)

項目 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産 　 　 　 　

　その他の金融資産 　 　 　 　

　　デリバティブ － 156 － 156

　　有価証券等 7,686 280 5,221 13,187

負債 　 　 　 　

　その他の金融負債 　 　 　 　

　　デリバティブ － 1,291 － 1,291
 

　

前連結会計年度及び当第３四半期連結会計期間において、公正価値レベル１とレベル２の間の重要な振替は行わ

れていない。
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公正価値レベル３に区分される経常的に公正価値により測定する金融商品の増減は下記のとおりである。

　

前第３四半期連結累計期間(自　2014年４月１日　至　2014年12月31日)

   (単位：百万円)

項目 FVTPLの金融資産 FVTOCIの金融資産 合計

期首残高 769 3,629 4,398

純損益 50 － 50

その他の包括利益 － 382 382

購入 227 1,146 1,373

売却又は償還 △173 － △173

支配獲得による振替 － － －

支配喪失による振替 － － －

レベル３からの振替 － △234 △234

その他 4 △24 △20

四半期末残高 877 4,899 5,776
 

 
当第３四半期連結累計期間(自　2015年４月１日　至　2015年12月31日)

   (単位：百万円)

項目　 FVTPLの金融資産 FVTOCIの金融資産 合計

期首残高 1,098 5,787 6,885

純損益 △345 － △345

その他の包括利益 － △41 △41

購入 137 119 256

売却又は償還 △124 － △124

支配獲得による振替 － △551 △551

支配喪失による振替 － 289 289

レベル３からの振替 － △1,134 △1,134

その他 △6 △8 △14

四半期末残高 760 4,461 5,221
 

　

上記の金融資産に係る純損益は、要約四半期連結損益計算書の「金融収益」及び「金融費用」に含まれており、

その他の包括利益は、要約四半期連結包括利益計算書の「FVTOCIの金融資産の公正価値の純変動額」に含まれてい

る。

　レベル３からの振替は、投資先の上場に伴い、活発な市場における相場価格で公正価値を測定することが可能と

なったことによる振替である。
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９．偶発事象

当社グループは、アルミ電解コンデンサ等の取引に関して独占禁止法違反の疑いがあるとして、日本、欧州及び米

国を含む複数の国と地域の競争当局から調査を受けている。当社及び一部の子会社は、2015年11月に、欧州委員会よ

り独占禁止法違反の可能性について異議告知書を受領した。また、米国等において、当社及び一部の子会社に対して

集団代表訴訟を含む民事訴訟が起こされている。これらの影響額は未確定であるが、発生の可能性が高く、かつ、金

額を合理的に見積ることが出来る部分については引当金を計上している。

　　

10．後発事象

当社の連結子会社である浪江日本ブレーキ(株)は、福島第一原子力発電所の事故に起因する2015年３月以降の将来

にわたる営業損害に対する補償金として、5,997百万円を受け取ることで2016年１月に東京電力(株)と合意し、その他

の収益に計上している。

 
 
 

２ 【その他】

 剰余金の配当

 当社は、2015年10月26日開催の取締役会において、剰余金の配当を行うことを次のとおり決議した。

 ①配当金の総額     5,206百万円

 ②１株当たり配当額        25円

 ③基準日  　   2015年９月30日

 ④効力発生日 　 2015年11月27日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　

該当事項なし
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

2016年２月10日

日立化成株式会社

執行役社長  田中  一行  殿

新日本有限責任監査法人
 

 
 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 片　　倉   正　　美   ㊞
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   葛　　貫   誠   司   ㊞
 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日立化成株式会

社の2015年４月１日から2016年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(2015年10月１日から2015年15月

31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2015年４月１日から2015年12月31日まで)に係る要約四半期連結財務諸表、すな

わち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結

持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表注記について四半期レビュー

を行った。

　

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準

第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は

誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部

統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準

に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務

報告」に準拠して、日立化成株式会社及び連結子会社の2015年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四

半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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